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第１章 

計画の概要 
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１ 「東郷町地域福祉グランドデザイン」について 

「東郷町地域福祉グランドデザイン」とは、東郷町（以下、「本町」という）において「地域共生

社会」を実現するための福祉分野における指針となる計画です。 

地域福祉や福祉施策を進めていくにあたって、関係機関や住民の皆さんと現状や目指すべき方向、

今後やるべきことを共有し、ともに推進していくためのものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域共生社会とは 

地域住民や地域の多様な主体が世代や分野を超えてつながることで、住民一人一人の暮らしと生き

がい、地域をともに創っていく社会のことです。 

 

地域福祉とは 

年齢や障がいの有無に関わらず、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるように、地域住民や社

会福祉関係者などが互いに協力し、地域の福祉課題の解決に向けた取組を行うことです。 

地域福祉の主体となるのは、地域に関わるすべての人です。地域福祉を推進するためには、行政や

社会福祉施設などによる福祉サービスの提供だけでなく、支援が必要な人への見守り、手助けとい

った地域の人々による支え合いが必要です。 

 

グランドデザインとは 

直訳すると「壮大な設計図」や「全体構想」を意味します。また、国籍、年齢といった属性だけで

なく、考え方や趣味・嗜好が異なる、十人十色の個性を持った人が暮らす地域において、誰もがそ

れぞれの持つ色で輝く色とりどりの地域共生社会を住民の皆さんとともに「デザイン」していきた

いという想いを込めています。 
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２ 計画策定の背景と目的 

近年、少子高齢化や核家族化の進行、人口減少、ライフスタイルや価値観の多様化、また、隣近

所のつながりの希薄化など社会状況の変化に伴い、地域社会を取り巻く状況は大きく変化していま

す。さらに、団塊の世代が後期高齢者となる「2025 年問題」や、団塊ジュニア世代が高齢者とな

り、生産年齢人口が激減する「2040年問題」といった高齢者にまつわる社会問題も顕在化し、高

齢化はとどまることなく進んでいます。 

こうした社会状況を背景に、8050 問題、ダブルケア、ヤングケアラーの問題などの複雑化・複

合化する課題を抱えた世帯、ひきこもりや社会的孤立などの既存の支援制度の対象とならない制度

の狭間の問題など様々な課題が顕在化しており、その解決が求められています。 

国では、平成 30（2018）年４月施行の改正社会福祉法において、住民一人一人がつながり、

地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を目指し、「我が事」「丸ごと」の地域福祉推進の

理念が示されました。 

また、令和３（2021）年４月施行の改正社会福祉法では、相談支援、参加支援、地域づくりに

向けた支援を一体的に実施し、「断らない相談支援」を実現するための「重層的支援体制整備事業」

が創設され、行政内の横の連携を強化し、福祉制度を活用した包括的な支援体制を構築していくこ

とが重要となっています。 

本町では、令和２（2020）年３月に「第１次東郷町地域福祉グランドデザイン」（以下、「前計

画」という）を策定し、地域における支え合いの仕組みづくりや包括的な支援体制づくりなど、地

域共生社会の実現に向けた取組を推進してきました。 

このたび、前計画の計画期間が令和７（2025）年度で終了することから、地域社会を取り巻く

変化や、それに伴う新たな課題に対応し、さらなる地域福祉の充実を図るため、令和８（2026）

年度からの６年間を計画期間とする「第２次東郷町地域福祉グランドデザイン」（以下、「本計画」

という）を策定します。 

■近年の主な国の動き 

年月・法律等 概要 

令和３(2021)年４月 

「地域共生社会の実現
のための社会福祉法等
の一部を改正する法
律」施行 

「改正社会福祉法」が令和３（2021）年４月から施行されたことにより、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するための、市町村において属

性を問わない「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する重層

的支援体制整備事業が創設されました。 

令和４(2022)年 10月 

「第４次自殺総合対策
大綱」閣議決定 

コロナ禍の自殺の動向も踏まえつつ、これまでの取組の充実に加えて、こども・若者の自殺

対策のさらなる推進・強化、女性に対する支援の強化、地域自殺対策の取組強化、総合的な

自殺対策のさらなる推進・強化の４つの柱に取り組むこととされています。 

令和５(2023)年３月 

「第二次再犯防止推進
計画」閣議決定 

「再犯防止推進計画（第一次）」を発展させ、再犯防止施策のさらなる推進を図るため、令

和５（2024）年３月「第二次再犯防止推進計画」が閣議決定されました。就労・居住の確保

や保健医療・福祉サービスの利用の促進などの７つの重点課題が位置付けられており、96の

具体的施策が盛り込まれています。 

令和６(2024)年４月 

「孤独・孤立対策推進
法」施行 

国及び地方において総合的な孤独・孤立対策に関する施策を推進するため、その基本理念や

国等の責務、施策の基本となる事項、国及び地方の推進体制等について定められました。 

令和６(2024)年６月 

「改正子ども・若者育
成支援推進法」施行 

国・地方公共団体等が各種支援に努めるべき対象にヤングケアラー（家族の介護その他の日

常生活上の世話を過度に行っていると認められるこども・若者）が明記され、ヤングケアラ

ーへの支援の普及が図られることとなりました。 
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３ 計画の位置付け 

本計画は、社会福祉法第 107 条に基づく「市町村地域福祉計画」及び同法第 109 条の規定に

基づく「地域福祉活動計画」を一体的に策定するものです。また、本計画の一部は以下の計画とし

ても位置付けます。 

●「自殺対策基本法」第 13 条第２項に基づき策定する「市町村自殺対策計画」 

●「成年後見制度の利用の促進に関する法律」第 14 条第１項に基づき策定する「市町村成年後見

制度利用促進基本計画」 

●「再犯の防止等の推進に関する法律」第８条に基づき策定する「地方再犯防止推進計画」 

さらに、東郷町総合計画を上位計画とし、その基本理念や将来像、施策に掲げる目標を踏まえて

います。同時に、各種関連計画（東郷町障がい福祉ビジョン、東郷町こども計画、東郷町高齢者福

祉計画、いきいき東郷 21 等）を横断的につなぐとともに、すき間をうめる役割を担っています。 

■計画の位置付け 
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等 

第２次東郷町地域福祉計画 
第２次東郷町自殺対策計画 

第２次東郷町成年後見制度利用促進計画 
第１次東郷町再犯防止推進計画 
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４ 計画期間 

本計画は、令和８（2026）年度から令和 13（2031）年度までの６か年を計画期間とします。 

■計画の期間 

 令和 
７年度 
(2025) 

令和 
８年度 
(2026) 

令和 
９年度 
(2027) 

令和 
10年度 
(2028) 

令和 
11年度 
(2029) 

令和 
12年度 
(2030) 

令和 
13年度 
(2031) 

令和 
14年度 
(2032) 

東郷町総合計画 

        

第６次 第７次 

        

東郷町地域福祉グランドデザイン 
（地域福祉計画・地域福祉活動計画・自

殺対策計画、成年後見制度利用促進計

画、再犯防止推進計画） 

        

第１次 第２次 第３次 

        

東郷町障がい福祉ビジョン 
（障がい者計画） 

        

第５次 第６次 

        

東郷町障がい福祉ビジョン 
（障がい福祉計画） 

        

第７期 第８期 第９期 

        

東郷町障がい福祉ビジョン 
（障がい児福祉計画） 

        

第３期 第４期 第５期 

        

東郷町高齢者福祉計画 
（老人福祉計画・介護保険事業計画） 

        

第９期 第 10 期 第 11 期 

        

東郷町子ども・子育て支援事業計画 
（子ども・子育て支援事業計画） 

        

第３期 第４期 

        

いきいき東郷 21 
（健康増進計画・食育推進計画） 

        

第３次 
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５ 地域福祉における「地域」の範囲 

生活上の様々な課題を解決し、地域で自分らしく安心して暮らし続けていくためには、行政によ

る福祉サービスの提供だけでなく、住民をはじめ「地域」に関わるすべての人が互いに支え合い、

活動していくことが不可欠です。 

「地域」の範囲は、活動の内容やサービスの内容などによって、様々な枠組みがあります。本計

画では、各圏域を構成する様々な主体がそれぞれの役割を果たしながら、相互に連携・協働できる

よう、下記の５つの層に分けて重層的に「地域」の範囲を設定し、仕組みづくりを進めます。 

 

■本計画における「地域」の範囲  

４ 

 

広域 
県、近隣市町、 

尾張東部権利擁護支援センター、瀬戸保健所 

町全域 
町役場、社会福祉協議会、 

障がい者相談支援センター、 

尾張福祉相談センター、こども家庭センター 

日常生活圏域 

（北部・南部） 
地域包括支援センター、ＣＳＷ、 

ＳＣ（生活支援コーディネーター） 

小学校区 
児童館 

自治会 

民生委員・児童委員 

 

広
域 

小
地
域 

隣近所 
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東郷町の現状と課題 
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１ 統計データからみる現状 

  

❷世帯の状況 

世帯数は増加していますが、世帯規模は縮小し

ています。 

■世帯数と世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

14,051 15,471 16,379 17,872 18,871

2.80 2.69
2.60 2.47 2.33

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0

10,000

20,000

30,000

40,000

平成17

(2005)年

平成22

(2010)年

平成27

(2015)年

令和２

(2020)年

令和７

(2025)年

(１世帯あたり人員)(世帯)

世帯数 １世帯あたり人員

❶人口の状況 

人口は令和７（2025）年で 43,902 人となっており、令和２（2020）年までは増加し

ていましたが、その後減少に転じています。年齢３区分別構成比をみると、少子高齢化が進

行していることがわかります。 

■総人口の推移                   ■年齢３区分別構成比 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

※令和 22(2040)年のみ国立社会保障・人口問題研究所（令和５(2023)年推計） 

生産年齢人口 

15～64歳 

老年人口 

65 歳以上 

年少人口 

０～14歳 

❸外国人住民の状況 

外国人住民は増加しており、５年

間で約 1.4 倍となっています。また、

構成する国籍にも変化がみられま

す。 

■外国人住民人口 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民課（各年 12 月 31 日現在） 

❹出生の状況 

合計特殊出生率は、全国や県を上回って

いますが、人口維持に必要な 2.07 を下回

っています。 

■合計特殊出生率（平成30(2018)年～令和４(2022)年）  

 

 
 

 
 
 
 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計 

❺少子高齢化の状況 

令和７（2025）年は「約３人で１人の高

齢者を支える」時代ですが、令和22

（2040）年には「約２人で１人の高齢者

を支える」時代がやってきます。 

 

 

 

 
 

 

※高齢者１人を支える人数は 15～64 歳人口を 65 歳以上人口で除して算出 

資料：住民基本台帳、国立社会保障・人口問題研究所（令和５(2023)年推計） 

13.8％ 

63.3％ 

22.9％ 

平成17 
(2005)年 

令和７ 
(2025)年 

17.3％ 

69.6％ 

13.1％ 

1,358人 

❶中国 
337人 

❷ベトナム 
249人 

❸ブラジル 
213人 

1,689人 

❶ベトナム 
599人 

❷フィリピン 
212人 

❸中国 
194人 

令和元(2019)年 令和６(2024)年 

東郷町 

1.53 

全国 

1.33 

愛知県 

1.44 

令和22 
(2040)年 

12.7％ 

56.6％ 

30.7％ 

合計特殊出生率とは、15～49歳までの女性の年齢
別出生率を合計したもので、統計上、一人の女性
が一生の間に出産する子どもの数を示す指標。 

令和７(2025)年 令和22(2040)年 

2.8人で 

高齢者１人 

を支える 

1.8人で 

高齢者１人 

を支える 
（推計） 

39,334 41,587 42,596 44,057 43,903

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成17

(2005)年

平成22

(2010)年

平成27

(2015)年

令和２
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令和７

(2025)年

（人）
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❽地域の状況 

地区によって、人口規模や高齢化率に違いがみられます。 

■各行政区の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和７(2025)年３月 31 日現在） 

※民生委員定数のみ福祉課 

諸輪 
総 人 口：3,371 人 
世 帯 数：1,424 世帯 
高齢化率：27.0％ 
民生委員定数：３人 

和合 
総 人 口：3,449 人 
世 帯 数：1,461 世帯 
高齢化率：19.0％ 
民生委員定数：３人 

傍示本 
総 人 口：3,137 人 
世 帯 数：1,296 世帯 
高齢化率：25.7％ 
民生委員定数：３人 

祐福寺 
総 人 口：2,275 人 
世 帯 数：1,085 世帯 
高齢化率：32.1％ 
民生委員定数：３人 

部田 
総 人 口：1,152 人 
世 帯 数：514 世帯 
高齢化率：28.2％ 
民生委員定数：２人 

白土 
総 人 口：4,880 人 
世 帯 数：1,932 世帯 
高齢化率：19.5％ 
民生委員定数：４人 

和合ケ丘 
総 人 口：2,666 人 
世 帯 数：1,105 世帯 
高齢化率：27.9％ 
民生委員定数：４人 

諸輪住宅 
総 人 口：488 人 
世 帯 数：255 世帯 
高齢化率：38.3％ 
民生委員定数：２人 

白鳥 
総 人 口：3,215 人 
世 帯 数：1,353 世帯 
高齢化率：24.9％ 
民生委員定数：３人 

御岳 
総 人 口：2,369 人 
世 帯 数：1,011 世帯 
高齢化率：32.2％ 
民生委員定数：２人 

春木台 
総 人 口：3,112 人 
世 帯 数：1,333 世帯 
高齢化率：22.8％ 
民生委員定数：３人 

押草団地南 
総 人 口：1,028 人 
世 帯 数：597 世帯 
高齢化率：34.9％ 
民生委員定数：２人 

押草団地北 
総 人 口：1,205 人 
世 帯 数：732 世帯 
高齢化率：31.5％ 
民生委員定数：２人 

北山台 
総 人 口：3,386 人 
世 帯 数：1,478 世帯 
高齢化率：20.3％ 
民生委員定数：３人 

西白土 
総 人 口：1,269 人 
世 帯 数：573 世帯 
高齢化率：24.8％ 
民生委員定数：２人 

清水 
総 人 口：2,148 人 
世 帯 数：927 世帯 
高齢化率：11.6％ 
民生委員定数：２人 

兵庫 
総 人 口：2,424 人 
世 帯 数：916 世帯 
高齢化率：8.9％ 
民生委員定数：２人 

三ツ池 
総 人 口：2,329 人 
世 帯 数：879 世帯 
高齢化率：10.9％ 
民生委員定数：２人 

❻支援が必要な人の状況 

要支援・要介護認定者数、障害者手帳所

持者数、生活保護被保護世帯・被保護人員

は増加しています。 

 

 

 
資料：高齢支援課（各年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年３月 31 日現在） 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年３月 31 日現在） 

要支援・要介護認定者 
令和２(2020)年      令和６(2024)年 

1,504 人               1,704 人 

障害者手帳所持者 
令和２(2020)年      令和６(2024)年 

1,715 人               1,913 人 

生活保護被保護世帯及び被保護人員 
令和２(2020)年      令和６(2024)年 

79世帯                   89世帯 

104人                   106人 

❼自治会加入率の状況 

自治会加入率は減少傾向にあり、令和６

（2024）年で 64.0％となっています。 

■自治会加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域協働課（各年７月 31 日現在） 

76.0
73.0

64.0

50.0

60.0

70.0

80.0

平成27

(2015)年

令和２

(2020)年

令和６

(2024)年

（％）
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❾自死の状況 

本町の自殺者数は増減しながら推移しており、令和６（2024）年には直近５年で最も多

い 11 人となっています。また、自殺死亡率は、令和４（2022）年と令和６（2024）年で

全国・愛知県と比較して高くなっています。 

■自殺による死亡者数の推移            ■自殺死亡率の推移 

                          （全国・愛知県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：自殺の統計（厚生労働省） 

5
3 4

1

7

1

0

5

2

4

6

3

9

3

11

0

5

10

15

令和２

(2020)年

令和３

(2021)年

令和４

(2022)年

令和５

(2023)年

令和６

(2024)年

（人）

男性 女性 総数

13.61

6.82

20.57

6.85

25.02

16.44
16.44

17.25

17.27

16.11

16.04

15.94
16.18

16.36

16.40

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

令和２

(2020)年

令和３

(2021)年

令和４

(2022)年

令和５

(2023)年

令和６

(2024)年

東郷町 全国 愛知県

⓫再犯防止に関する状況 

愛知県の刑法犯検挙者におけ

る再犯率は緩やかに減少傾向に

あるものの、依然として約５割と

高い水準で推移しています。 

6,964 6,448 6,581 6,096
6,734

6,271 5,815 5,637 5,300 5,564

47.4 47.4 46.1 46.5 45.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

令和１

(2019)年

令和２

(2020)年

令和３

(2021)年

令和４

(2022)年

令和５

(2023)年

（件）

初犯者 再犯者 再犯者率

（％）

❿成年後見制度に関する状況 

本町の令和３（2021）年の成年後見制度の利用者数は、「後見類型」が最も多くなってい

ます。首長申立ては１～６件で推移しています。 

■成年後見制度類型別利用者数（令和３(2021)年）   ■首長申立ての実施状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：名古屋家庭裁判所（令和３(2021)年 12 月 31 日現在）             資料：尾張東部圏域第二期成年後見制度利用促進計画 

自殺死亡率とは、人口 10 万人
あたりの自殺者割合です。 

■愛知県における刑法犯検挙人数及び再犯者率の推移 

資料：犯罪統計書（愛知県警察） 

後見類型

70.0％

保佐類型

15.0％

補助類型

15.0％

任意後見

0.0％

合計(60件)

1

6

1

3
2

0

2

4

6

8

平成29

(2017)年

平成30

(2018)年

平成31

(2019)年

令和２

(2020)年

令和３

(2021)年

（件）

全国平均は、 
後見類型（73.9％） 
保佐類型（19.3％） 
補助類型（5.8％） 
任意後見（1.1％） 
となっています。 
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２ アンケート調査等からみる現状 

（１）調査の概要 

❶アンケート調査 

本町の地域福祉に関する課題や福祉ニーズを把握し、計画策定の基礎資料とするため、アンケ

ート調査を実施しました。 

■調査概要 

区分 調査方法 調査期間 配布数 回収数 回収率 

18歳以上の一般町民 
郵送配布・郵送回収 

もしくはＷＥＢ回答 

令和６(2024)年 

12月２日～12月15日 
2,000 816 40.8％ 

民生委員・児童委員 直接配布・郵送回収 
令和６(2024)年 

12月９日～12月20日 
47 42 89.4％ 

区長・自治会長 郵送配布・郵送回収 
令和６(2024)年 

12月２日～12月15日 
18 18 100.0％ 

❷団体・支援者ヒアリングシート調査 

地域福祉に関する団体や福祉専門職などの支援者を対象に、地域福祉を取り巻く状況や課題、

福祉施策への意見等を集めるため、ヒアリングシート調査を実施しました。 

■調査概要 

区分 調査方法 調査期間 配布数 回収数 回収率 

団体・支援者  
郵送配布・郵送回収 

もしくはＷＥＢ回答 

令和６(2024)年 

11月11日～11月24日 
25 24 96.0％ 

❸ワークショッップ 

地域の課題や困りごとに対して、地域でどのようにつながり支え合うことができるか、また、そ

のために今後取り組むべきことを話し合い、本町で地域福祉を進めていくための足掛かりとする

ため、町民向けワークショップを実施しました。 

■実施概要 

項目 内容 

開催日時 令和７(2025)年２月 22 日（土） 10：00～12：00 

開催場所 東郷町民会館 大会議室 

参加者 23 名 

テーマ 地域の福祉課題に対して 自分たちができることを考えよう 

※ワークショップの意見は、第４章にコラムとして掲載。  
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（２）結果概要 

※前回アンケート調査は平成 31（2019）年１月に実施。 

※グラフ中の「n」とは、number of cases の略で、各設問の集計対象者総数。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

❶近所づきあいについて 

近所づきあいは希薄化しており、隣近所の手助けや協力が必要な家庭の有無もわから

ない人が半数以上となっています。一方で、今後、簡単なことであれば困ったときに相談

し、助け合える近所づきあいを理想としている人が多くなっています。 

■近所づきあいの状況（左：経年比較、右：現在・理想比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■隣近所に周囲の人の手助けや協力・支援が 

必要だと思われる家庭があるか 

6.6

19.0

20.2

35.4

4.9

7.7

6.1

10.2

21.6

21.4

33.5

4.3

7.7

1.3

0％ 20％ 40％

何かで困ったときには、

相談し、助け合える

簡単なことであれば、

困ったときに相談し、助け合える

助け合いや相談はしないが、

世間話をする

世間話などはしないが、

あいさつをする

顔は知っているが、

言葉を交わすほどではない

ほとんど近所づきあいはない

不明・無回答

令和６年（n=816)

平成31年(n=788)

6.6

19.0

20.2

35.4

4.9

7.7

6.1

18.3

41.3

11.3

18.8

2.1

2.8

5.5

0％ 20％ 40％ 60％

何かで困ったときには、

相談し、助け合える

簡単なことであれば、

困ったときに相談し、助け合える

助け合いや相談はしないが、

世間話をする

世間話などはしないが、

あいさつをする

顔は知っているが、

言葉を交わすほどではない

ほとんど近所づきあいはない

不明・無回答

現在（n=816)

理想（n=816)

減
少 

増
加 

ある

13.6％

ない

30.3％
わからない

52.5％

不明・無回答

3.7％

n=816

「わからない」は 

平成 31 年と比較して

11.3 ポイント増加 

「
理
想
」
が
「
現
在
」
を
上
回
る 

いざというときに助け合ったり、

困りごとを相談したりできるよ

うにするためには、日頃からの関

係づくりを進めていく必要があ

ります。 
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❷地域福祉への関心について 

町民の地域の福祉への関心は約７割となっていますが、地域福祉の担い手が地域の支

え合い活動を進めるにあたっての課題としては、地域福祉活動に関わる人が少ないこと

や地域福祉に無関心な人が多いことが挙げられています。 

■地域の福祉への関心   ■地域の助け合い・支え合い活動を推進するにあたっての課題 

                           （各上位３位） 

❸ボランティア活動等への参加について 

ボランティアや町民主体の活動、ＮＰＯ活動への参加経験のある人は約１割となって

います。一方で、今後の参加意向は、条件によっては参加したい人が多くなっています。 

■ボランティア・町民主体の活動やＮＰＯ活動への  ■ボランティア・町民主体の活動やＮＰＯ活動への 

参加状況       今後の参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

■参加できない、またはしたくない理由（上位３位）■参加してみたい活動（上位３位） 

民生委員・児童委員（n=42） 

１ 地域福祉活動に関わる人が少ない 59.5％ 

２ 地域福祉に無関心な人が多い 47.6％ 

３ 団体・組織間の連携が乏しい 35.7％ 
 
区長・自治会長（n=18） 

１ 活動のリーダーがいない 83.3％ 

２ 地域福祉に無関心な人が多い 61.1％ 

３ 地域福祉活動に関わる人が少ない 50.0％ 

 

「とても関心がある」「ある程度関心がある」 
を合算した『関心がある』が 65.0％ 

よく

参加している

2.8％ ときどき

参加

している

8.7％
あまり参加し

たことがない

22.3％
まったく参加

したことがない

65.2％

不明・無回答

1％

n=816

ぜひ、

参加したい

2.8％

条件に

よっては

参加したい

37.7％
参加できない

34.7％

参加

したくない

22.4％

不明・無回答

2.3％

n=816

「よく参加している」「ときどき参加している」 
を合算した『参加している』が 11.5％ を合算した『参加したい』が『参加している』 

を 29 ポイント上回っている 

『参加したい』と回答した人（n=331） 

１ 地域の清掃活動 40.2％ 

２ 子どもたちの遊び相手や見守り 33.5％ 

３ 高齢者への声かけや暮らしの見守り 32.0％ 
 

 

「参加できない」「参加したくない」と回答した人（n=466） 

１ 時間がないから 40.6％ 

２ 自分の生活のことで精一杯だから 39.7％ 

３ 興味や関心がないから 22.3％ 
 

 

町民の地域への関心をさらに高めていくための働きかけが求められます。 

参加の意欲はありながらも、実際には参加につながっていない人が参加したくなるような

きっかけづくりとともに、仕事や家庭の事情などにより参加できない人が、無理のない形

で関われる機会や仕組みを整え、参加につなげていくことが求められます。 

とても

関心がある

9.2％

ある程度

関心がある

55.8％

あまり関心

がない

25.7％

まったく

関心がない

3.1％

不明・無回答

6.3％

n=816
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  ❹町民の不安や悩みと相談窓口について 

生活上の悩みや不安の相談相手は、役場等の相談窓口や社会福祉協議会などの公的な

窓口で割合が低くなっていますが、地域福祉を推進するために必要だと思う取組につい

て、身近な場所や地域での相談窓口の充実が求められています。 

■生活上の悩みや不安の相談相手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域福祉を推進するために必要だと思うこと（上位３位） 

75.7

46.7

14.7

9.8

8.9

3.8

3.3

2.3

1.6

1.5

0％ 50％ 100％

家族や親戚

友人や知人

職場の人

相談はしない

病院や診療所

地域包括支援センター

となり近所の人

役場等の相談窓口

福祉施設や福祉サービス事業者

保育園・幼稚園・学校・児童館

1.3

1.3

1.1

0.9

0.7

0.6

0.6

0.1

2.2

1.7

0％ 50％ 100％

区・自治会の役員

その他

社会福祉協議会

子育て支援センター

趣味の会・サークル

民生委員・児童委員

障がい者相談支援センター

ボランティアやＮＰＯ等

相談相手がいない

不明・無回答

n=816

「家族や親戚」「友人や知人」など身近な人に相談している人が多く、 
中には「相談はしない」「相談相手がいない」という人もいる状況 

町民（n=816） 

１ 身近な場所や地域での相談窓口の充実 48.3％ 

２ 町民が気軽に参加し、利用できる地域ごとの福祉活動の拠点の充実 39.1％ 

３ 町民と地域福祉活動にたずさわる人とネットワークの強化 25.6％ 
 

 公的な相談窓口の割合が低い背景として、相談先の認知不足や相談しづらさが課題として

想定されます。必要な人が適切な相談先につながることができるよう、窓口の周知や身近

な相談窓口の充実、つながる仕組みづくりを進めていくことが求められます。 

❺支援団体・支援者が活動において求めていることについて 

民生委員・児童委員や団体・支援者からは、支援を必要とする人の情報提供が求められ

ています。また、人材・担い手の確保・育成などが課題となっています。 
 

■対象者の支援に向けた地域の助け合い・支え合い  ■活動を行う上で困っていること（上位３位） 

活動を推進するために必要なこと（上位３位）     

 

 

 

 

 

 

団体（n=14） 

１ 支援を必要とする人の情報が得にくい 66.7％ 

２ 新しいメンバー・職員が入らない 37.5％ 

３ 
町民に情報発信する場や機会が乏しい 29.2％ 

他の組織・団体と交流する機会が乏しい 29.2％ 
 

 

民生委員・児童委員（n=42） 

１ 支援を要する人の情報提供 47.6％ 

２ 
活動について相談できる機会の充実 33.3％ 

活動の担い手となる人材育成 33.3％ 
 

 支援を必要とする人を早期に把握し、適切な支援につなげていくためには、支援を必要と

する人を把握し、関係者間で情報を共有する仕組みづくりが必要です。 
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３ 前計画の進捗状況 

前計画では、計画の進捗状況や達成度を的確に把握し、評価するため、実施目標と成果指標を設

定しました。それぞれの達成状況を４段階で判定しています。 

■評価の概要 

◎…目標を達成している   ○…目標は達成していないが策定時より改善している 

△…策定時と大きな変化がない  ×…策定時よりも悪化している 

 

 

基本目標１ みんなの困りごとを早期発見・予防する仕組みづくり 

小学校区ごとに地区社協を設置することを目標としていましたが、活動圏域として小学校区で

はなく自治会単位での活動が多いことや、自治会が設置する福祉委員会においてすでに地区社協

の機能の一部を担っていることから、地区社協という新たな組織を作るのではなく、既存組織で

ある自治会の福祉委員会や地元サロン運営者、ボランティアなどの地域活動の担い手とともに、

地域課題の把握と解決に向けて話し合う場を作る方針へと変更しました。 

■重点プロジェクトの実施目標 

事業名 単位 策定時 目標 現状 評価 

地区社会福祉協議会の設置 設置数（学区） ０ １ ０ △ 

■成果指標 

指標 策定時 目標 現状 評価 

地域の福祉について「とても関心がある」「ある程度関心がある」 

人の割合 
65.8％ 76％ 65.0％ △ 

 

基本目標２ みんなでつなぎ・みんながつながる体制づくり 

全庁横断的な連携体制の構築に向けて、福祉分野の担当課を中心に話し合いを進めてきました。

今後は、福祉分野に限らない連携体制の構築を進めていく必要があります。 

■重点プロジェクトの実施目標 

事業名 単位 策定時 目標 現状 評価 

全庁横断的な連携体制の構築 連携体制の構築 構築 継続 継続 ○ 

■成果指標 

指標 策定時 目標 現状 評価 

「ご近所づきあい」について、「何か困ったときには、相談し、助

け合える」「簡単なことであれば、困ったときに相談し、助け合え

る」人の割合  

31.8％ 42％ 25.6％ ✖ 
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基本目標３ 丸ごと受け止める体制づくり  

「地域包括支援センター」や「障がい者相談支援センター」の認知度は、目標値には達してい

ませんが、策定時と比較して向上しています。その他の指標については、策定時から大きな変化

がみられないため、今後さらに周知・啓発の取組を強化していく必要があります。 

■成果指標 

指標 策定時 目標 現状 評価 

組織・制度の認知度  

（組織・制度について「名前も

内容も知っている」人の割合） 

社会福祉協議会 22.6％ 34％ 21.0％ △ 

地域包括支援センター 18.8％ 28％ 22.9％ ○ 

障がい者相談支援センター 14.7％ 22％ 15.4％ △ 

民生委員・児童委員制度 23.4％ 35％ 21.6％ △ 

東郷町避難行動要支援者登録制度 4.3％ 10％ 4.4％ △ 

成年後見制度 17.9％ 27％ 16.8％ △ 

 

基本目標４ 適切な福祉サービスの提供 

必要な福祉の情報の取得状況は、目標値には達していませんが、策定時と比較して情報を得ら

れている人の割合は増加しています。一方で、各福祉サービスに対する満足度は、すべての指標

において策定時を下回っており、特に「子育て支援サービス」については策定時よりも 10 ポイ

ント以上減少しています。引き続き、福祉に関する情報提供の一層の充実を図るとともに、町民

の多様なニーズを的確に捉えたサービス提供の推進が求められます。 

■成果指標 

指標 策定時 目標 現状 評価 

必要な福祉の情報について、「十分に得られている」「まあまあ得

られている」人の割合 
33.9％ 50％ 38.4％ ○ 

・障がい者（児）への福祉サービス 

・高齢者への福祉サービス 

・子育て支援サービス 

について、「満足」「やや満足」

の人の割合 
（平成 30(2018)年度東郷町住民意向

調査から抜粋。集計数：2,085） 

障がい者（児）への福祉サービス 12.2％ 22.2％ 10.2％ △ 

高齢者への福祉サービス 18.2％ 28.2％ 16.3％ △ 

子育て支援サービス 30.2％ 40.2％ 17.6％ × 
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基本目標５ 見守り・支え合う体制の充実～合言葉は「ありがとう」「お互いさま」～ 

高齢者の支援の「受け手」「支え手」を越えた関係づくりとして、町が助成金を交付して活動す

る活動団体数が目標値を越えて増加しています。一方で、障がいのある人の支援の「受け手」「支

え手」を越えた関係づくりとして、町が助成金を交付して活動する活動団体数には変化がなく、

今後障がいのある人が団体として活動しやすくなるようなさらなる工夫が必要となります。 

■重点プロジェクトの実施目標 

事業名 単位 策定時 目標 現状 評価 

障がいのある人の支援の「受け手」「支え手」

を越えた関係づくり 

活動団体数 

（団体） 
４ ５ ４ 

△ 

助成金の交付 継続 継続 継続 

高齢者の支援の「受け手」「支え手」を越えた

関係づくり 

活動団体数 

（団体） 
11 17 26 

◎ 

助成金の交付 継続 継続 継続 

■成果指標 

指標 策定時 目標 現状 評価 

ボランティア・町民主体の活動やＮＰＯ活動に参加したことがある

人の割合 
11.5％ 20％ 11.5％ △ 
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第３章 

計画の基本構想 
  



20 

１ 基本理念（案） 

 

案❶  

いつでも どこでも だれとでも 

つながり 安心して暮らせるまち 
 

住民同士のつながり、相談機関とのつながり、そして支援者間のつながりを通じて、誰も

が安心して暮らし続けられるまちの実現を目指すものです。 

 

 

案❷  

いつでも どこでも だれとでも 

みんなでつくる あたたかいまち 
 

地域福祉の主役である住民みんなで、あたたかいまちをつくりあげていくことを目指すも

のです。 

 

 

 

 

 

２ 社会福祉協議会の行動指針 

  

検討中。決定次第お示しします。 
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３ 基本目標 

本計画が目指す「地域共生社会」の実現に向けて、重要な柱となる「つながり支え合う地域」「丸

ごと受け止める体制」「誰もが大切にされる環境」の３つのキーワードをもとに基本目標を定めま

す。 

 

基本目標１ つながり支え合う地域づくり 

地域で誰もが安心して暮らしていくためには、地域におけるつながりや支え合いが不可欠で

す。住民の困りごとを早期に発見し、必要な支援につなげていくためには、日頃から顔の見え

る関係を築いている隣近所など、地域住民の気づきが重要な役割を果たします。 

身近な地域でつながり、支え合う関係を構築するため、住民一人一人の福祉や地域への関心

や意識を高める啓発や福祉教育の充実を図るとともに、地域における居場所づくりや生きがい

づくりを推進します。 

また、地域福祉活動を継続的に実施するためには、活動の担い手となる人材が必要不可欠で

す。担い手となる人材の確保や育成に取り組むとともに、多様な主体の地域への参画やつなが

りづくりを促進します。 

 

基本目標２ 丸ごと受け止める体制づくり 

近年、支援を必要としている人の困りごとや悩みごとは、複雑化・複合化しており、従来の

縦割りの枠組みでは対応が困難なケースも多くみられます。こうした状況に対応するためには、

全庁的な体制により包括的な支援を推進していく必要があります。 

町民が身近なところで、いつでも相談できる体制の充実を図るとともに、地域の中で解決で

きない相談に対応するため、各専門機関と連携した支援体制の構築を進めます。 

また、町民が福祉制度やサービスについて正しく理解し、必要なときに適切に利用できるよ

う、多様な福祉サービスの充実を図るとともに、福祉に関する情報の適切な発信など周知に取

り組みます。 

 

基本目標３ 誰もが大切にされる環境づくり 

地域には、経済的に困窮している人や自ら判断することが困難な人、社会的孤立の状態にあ

る人など、生きづらさや困りごとを抱えた人が存在します。地域に暮らす全ての人の権利が尊

重され、安心して自分らしく暮らすことができるよう、誰もが大切にされる地域環境の整備を

進める必要があります。 

生活困窮者への包括的な支援や、ひきこもりなどの課題を抱える人への個別的な支援、犯罪

や非行をした人の社会復帰への支援等に取り組むとともに、成年後見制度の適切な利用促進や

権利擁護体制の充実を図ります。 

また、誰も自殺に追い込まれることのないよう、生きることを支え合える地域づくりを推進

します。  
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４ 計画の体系 

［基本理念］     ［基本目標］      ［基本施策］ 

 

  

決
定
し
た
基
本
理
念
が
入
り
ま
す 

（１）福祉や地域に対する関心・意識の向上 

（２）地域福祉活動の担い手づくりと活動を 

支える仕組みづくり 

（３）地域での支え合いの推進 

（４）孤立防止と生きがいづくりの推進 

（５）地域の多様な主体間のつながりの促進 

（１）包括的な相談支援体制の充実 

（２）連携により支援につなぐ仕組みの充実 

（３）多様な福祉サービスの充実 

（４）福祉に関する制度やサービスの周知 

（１）生活困窮者の自立支援の充実 

（２）生きづらさを感じている人への支援の推進

（ひきこもり等への支援） 

 

（３）権利擁護支援体制の充実と成年後見制度の 

適切な利用促進【成年後見制度利用促進計画】 

（４）犯罪や非行をした人の社会復帰への支援の

推進【再犯防止推進計画】 

（５）生きることを支え合う地域づくり 
【自殺対策計画】 

つながり 

支え合う 

地域づくり 

丸ごと 

受け止める 

体制づくり 

誰もが 

大切にされる 

環境づくり 
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■基本目標と基本施策の関係図 

 

 

  

基本目標１ 

つながり支え合う地域づくり 

基本目標２ 

丸ごと受け止める体制づくり 

 

❶ 

福祉や地域に 

対する関心・ 

意識の向上 

  

 

 

❷ 
地域福祉活動の 
担い手づくりと 
活動を支える 
仕組みづくり 

❸ 

地域での 

支え合いの 

推進 

❹ 

孤立防止と 

生きがい 

づくりの推進 

❺ 

地域の多様な 

主体間の 

つながりの促進 

❶ 

包括的な 

相談支援体制の 

充実 
❷ 

連携により 

支援につなぐ 

仕組みの充実 

❸ 

多様な 

福祉サービスの 

充実 

❹ 

福祉に関する 

制度やサービスの 

周知 

基本目標３ 

誰もが大切にされる環境づくり 

❶ 

 

生活困窮者の 

自立支援の 

充実 

❷ 

生きづらさを 

感じている人へ 

の支援の推進 

（ひきこもり等への支援） 

❸ 

権利擁護支援 

体制の充実と 

成年後見制度の 

適切な利用促進 

【成年後見制度利用促進計画】 

❹ 

犯罪や非行を 

した人の社会復帰

への支援の推進 

【再犯防止推進計画】 

❺ 

生きることを 

支え合う 

地域づくり 

【自殺対策計画】 

地域住民・ 
支援が必要な人 
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計画の推進 
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